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世界中で多くの国と地域が、気候変動や大気汚染、
高まる財務リスクの唯一最大の原因である石炭を段
階的に廃止しようと目指している。その一方で、こ
の重大な世界的傾向を十分に把握していないように
見える国が、まだいくつか存在する。そうした国の
うちの2つが、日本とインドネシアである。

日本は、相当な海外投資を行っている世界的に主要な
貿易国であり、アジアのほとんどの国々において貿易
相手国の上位3位までに名前が挙がっている1。2018
年には東南アジアで最大のインフラ投資国であった2。 
日本は、インドネシアの主要な貿易相手国の1つで
もある3。2018年第1四半期の統計では、インドネ
シアに投資を行う国々のうちシンガポールに次いで
第2位であった4。

日本の投資は国境を越えて、エネルギー部門および
インフラの開発に影響を及ぼす力も責任も伴う。そ
して、地球規模の気候への影響を増大させる。残念
ながら、日本が国際的に、また国内で石炭火力発電
に行っている投資は、気候変動の最悪の影響を抑え
ようとする世界の取り組みに合致していない。日本
はG7の中で、世界的な石炭火力発電への公的資金
の投入額が最大の状況が続いており5、日本の民間
銀行は石炭火力発電所事業への貸し手として上位に
名を連ねている6。

2015年のパリ協定は、地球温暖化を産業革命以前に
比べて2℃より十分低く抑えるとともに、1.5℃の上
昇に抑える努力を追求するよう、すべての国々に約
束させるものだ。2018年10月に発表されたIPCC特
別報告書によると、上昇幅1.5℃未満を目指す排出経
路はいずれも、発電における石炭利用を段階的に廃
止し、2030年までに約3分の2削減した後、2050
年にはほぼ完全に廃止することを求めている7。こ
のように石炭の段階的廃止の期限が差し迫っている
中で、石炭火力発電所を新設するということは、気
候変動問題の状況を認識しておらず、投資家に対し
ても、全く筋が通らないといえる。日本が石炭火力
発電に投資を続けることは、日本も公に支持を表明
しているパリ協定の目標を危うくする。

このような状況のなか、より好ましい傾向も現れ始
めた。世界的に、石炭へのエクスポージャーを制限
し始めた金融機関が増えてきているのだ8。2018年
には日本のいくつかの大手金融機関もこれと同じ方
向での第一歩を踏み出し、石炭投資に関する新方針
を発表して、以前よりも慎重なアプローチをとるよ
うになった。とはいえ、こうした新方針をよそに、
日本のメガバンク3行はいずれも、日本および海外 
(インドネシアを含む）で進行中の石炭火力発電所事
業に関与している。

世界、特にアジアにおいて石炭開発に資金拠出を続
ける主要国は中国、日本、韓国である。本報告書
は、インドネシアに焦点を当て、日本の海外での石
炭火力発電技術への投資のリスクと影響について議
論する。我々は、日本のインドネシアとの経済関
係、インドネシアにおけるエネルギーアクセスの問
題、インドネシアにおける石炭火力発電所事業の経
済性を現在損なわせているリスク、そして石炭投資
の社会・環境コストに目を向ける。そして、報告書
に示したリスクと、他方では自然エネルギーの前向
きな展望に基づいて、投資家がインドネシアの石炭
火力発電所事業への関与を検討する際に調査すべき
問いを提案する。

はじめに
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インドネシアは、約1万8,000の島々からなる列
島で、世界で4番目に人口の多い国である。2億
6,600万人を上回る人口のうち54%が都市部に住
み9、中流階級が急成長している。プライスウォー
ターハウスクーパース（PwC）によると、インド
ネシアは2030年には世界第5位の経済大国となる
見通しだという10。

インドネシアは、莫大な石炭埋蔵量を抱え、世界
第2位の石炭の純輸出国である。一方、日本は世
界第2位の石炭の純輸入国であり11、その石炭の輸
入元は、オーストラリアに次ぎ第2位がインドネシ
アである12。

日本は世界第3位の経済大国で、2017年のGDPは
4兆8,721億3,700万米ドルである13。また、多額
の対外投資も行っている。日本の2017年の海外直
接投資額は米国に次いで世界第2位であり、これは
依然伸びていると国連貿易開発会議（UNCTAD）
は報告している14。日本の銀行も、最大級の借款の
供与団体に名を連ねている15。

インドネシアは、日本の主要な投資先である。イン
ドネシア投資調整庁（BKPM）によると、2017年
の日本のインドネシアへの投資額は、他のどの東南
アジアの国への投資額よりも多かった16。また、日
本はインドネシアの主要貿易相手国の1つでもあり
17、2018年第1四半期にインドネシアに対する海
外投資の出資国第2位でもあった18。

日本もインドネシアも、すでに気候変動の影響を
受けつつある。インドネシアの人口、産業、イン
フラ、肥沃な農地の大部分が沿岸部の低地に位置
するため、海面上昇はこの国に重大な問題を引き
起こす19。将来、インドネシアは気温上昇による深
刻な問題に苦しむことも予測される。ハワイ大学
の研究によると、もし温室効果ガス排出量が現在
のペースで増え続ければ、2100年にインドネシア
では、人類にとって致命的となる閾値よりも気温
が高い日が、年間300日を超える可能性があると
いう20。一方で日本では、2018年の夏は異常気象
となり、7月の豪雨とそれに伴う洪水で220人を超

える死者が出るとともに21、800万人以上もの人々
に避難が呼びかけられた22。またその後に襲った熱
波では、気温が41℃を上回り、7月1ヶ月間で5万
4,000人が熱中症で救急搬送された23。

インドネシアにおけるエネルギー
インドネシアの電力部門は急成長を遂げている。
その原動力は、消費の伸びと、35GWの発電所を
新設するという政府の野心的な目標にある。具体的
には、石炭消費量はこれまで急速に成長してきてお
り、2017年に過去最高レベルに達した24。一次エ
ネルギー消費における一番のエネルギー源は相変わ
らず石油である一方で、発電における首位は石炭が
占めている。2018年に、石炭はインドネシアの電
源の約62%を占めていた25。現在、石炭はインド
ネシアの発電所61カ所の主燃料であり、2018年7
月現在、新事業（発表段階、許可申請中、許可済
みのいずれか）は計50件にのぼる26。

インドネシアと日本：
緊密なアジアのパートナーシップ
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大気汚染につつまれたジャカルタの日常生活 
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2018年のインドネシアにおける発電の 
燃料構成予測

しかし、新規発電所の試運転と建設の勢いは、電力消
費量の成長を上回っている。インドネシアの国有電
力会社PLNの計画がずさんであったために、特にジ
ャワ・バリ系統で大幅な過剰設備が生じ、PLNは深
刻な資金難に陥っている。PLNは現在、より現実的
な水準へと成長率の仮定の引き下げを進めている27。

2007年以降、インドネシアの発電に占める自然エ
ネルギーの割合は12%前後で安定している。2017
年に同国は、パリ協定の約束を果たすため、エネル
ギー・ミックス全体に占める自然エネルギーの割合
を2025年に23%まで引き上げるという目標を設定
した28。

自然エネルギーの使用を増やすという目標をよそ
に、2018年現在、インドネシア政府は石炭の国内
消費量も外国への輸出量も増加させようとしてい
る。この計画には、同国の年間石炭生産目標を年4
億8,500万トンほどから2019年には5億8,500万ト
ンへ、その後もさらに増加させることが盛り込まれ
ている29。しかし、この計画は、石炭生産の減産を
求める同国の国家中期開発計画（RPJMN）に合致
していない。

インドネシアの電力部門は成長が続くと予測される
中、その開発が持続可能な形で管理されることが重
要である。避けられないであろう大量のCO2排出や
大気汚染を伴う多数の石炭火力発電所の新設を避け
るため、エネルギー効率化、需要の柔軟性、自然エ
ネルギーに向けた将来の投資が必要とされる。

インドネシアにおける 
日本の石炭火力発電所事業

日本の公的金融機関および民間金融機関が資金提
供する多数のエネルギー事業が、インドネシアの
電力部門の発展に寄与している。だが、多くの事
業がいまだに石炭に依存している。世界石炭火力
発電所トラッカー30、世界発電所データベース31、
および関係する企業や機関のプレスリリースの情報
を用いて、我々は、インドネシアにおいて日本の投
資家が関与している石炭火力発電所事業を一覧にし
た。1999年以降、日本の機関が資金提供した、あ
るいは資金提供を計画しているインドネシアの石炭
火力発電所事業は14万280MWに相当する。

注：各事業の最新の公開データを使用するよう努め
たが、事業の詳細に変更が生じ、反映されていない
可能性がある。出資者名の表記は、事業の計画発表
のプレスリリースと同様にしている。情報がない箇
所は空欄とした。

 

 

出典：PLN 2018

2018

石炭 62%

輸入 1%

水力 7%

地熱 5%

その他自然エネルギー 0%

ガス 14%

液化天然ガス 7%

石油 4%
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日本によるインドネシアでの石炭火力発電所事業の一覧

事業名、地域 現状 計画発表日 ボイラータイプ
と容量（MW)

所有者 出資者 JBIC融資額 共同融資額

タンジュンジャティ B（1,2号機)、中部ジャワ  
Tanjung Jati B (units 1-2)

稼動中（2006年より） 2003年7月31日32 亜臨界 (SUB）
1,320 

住友商事株式会社 株式会社国際協力銀行（JBIC）、
株式会社三井住友銀行、他33

867億円 1,444億円

タンジュンジャティB（3,4号機)、中部ジャワ
Tanjung Jati B (units 3-4)

稼動中（2011、2012年より） 2008年12月30日34 亜臨界（SUB）
1,320 

住友商事株式会社 株式会社国際協力銀行、 
株式会社三菱東京UFJ銀行、 
株式会社三井住友銀行、 
ビー・エヌ・ピー・パリバ銀行東京支店

1,600億円

タンジュンジャティB （5,6号機)、中部ジャワ
Tanjung Jati -B (units 5-6)

建設中 2017年2月27日35 超々臨界（USC）
2,000

住友商事株式会社、
関西電力株式会社、
ユナイテッド・トラクターズ36

株式会社みずほ銀行、 
株式会社三菱東京UFJ銀行、 
株式会社三井住友銀行、 
三菱UFJ信託銀行株式会社、
三井住友信託銀行株式会社、
農林中央金庫、
シンガポール共和国法人Oversea-Chinese 
Banking Corporation Limited

16億7,800
万米ドル

33億5,500
万米ドル

パイトン２（5,6号機)、東ジャワ
Paiton 2  (units 5-6)

稼動中（2000年より） 2011年8月17日37 亜臨界（SUB）
1,220

丸紅株式会社、
YTLパワー・インターナショナル 、 
PT. Bumipertiwi Tatapradipta 、
シーメンス株式会社

パイトン３、東ジャワ
Paiton 3

稼働中（2012年より） 2010年3月8日38 超臨界（SC）
815

三井物産株式会社、
株式会社JERA、
ネブラスパワー、
バツ・ヒタム・ペルカサ39

株式会社国際協力銀行、
株式会社三菱東京UFJ銀行、
株式会社みずほ銀行*、
株式会社三井住友銀行、
住友信託銀行株式会社、
ビー・エヌ・ピー・パリバ銀行東京支店、
クレディ・アグリコル銀行東京支店、 
アイエヌジーバンクエヌ・ヴイ東京支店、
香港上海銀行(HSBC)東京支店

12億1,500
万米ドル

パイトン（7,8号機)、東ジャワ
Paiton (units 7-8)

稼働中（1999年より)40 亜臨界（SUB）
1,230

三井物産株式会社、
株式会社JERA、
ネブラスパワー、
バツ・ヒタム・ペルカサ41

株式会社国際協力銀行 9億米ドル42

チレボン（1号機)、西ジャワ
Cirebon  (unit 1)

稼働中（2012年より） 2010年3月8日43 超臨界（SC）
660

丸紅株式会社、
韓国中部発電、
SAMTAN Co., Ltd. 、
インディカ・エナジー

株式会社国際協力銀行、
株式会社三菱東京UFJ銀行、
株式会社みずほ銀行、
株式会社三井住友銀行、
アイエヌジーバンクエヌ・ヴイ東京支店、
韓国輸出入銀行 (Export-
Import Bank of Korea）

5億9,500万米ドル

チレボン（2号機)、西ジャワ
Cirebon (unit 2)

建設中（2022年稼働予定） 2017年11月14日44 超々臨界（USC）
1,000

丸紅株式会社、
SAMTAN Co., Ltd. 、
PT Imeco Inter Sarana 、
韓国中部電力 、
株式会社JERA 、 
インディカ・エナジー45

株式会社国際協力銀行、 
株式会社三菱東京UFJ銀行、
株式会社みずほ銀行、 
株式会社三井住友銀行、 
アイエヌジーバンクエヌ・ヴイ、 
韓国輸出入銀行

7億3,100
万米ドル

17億4,000
万米ドル
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三井住友信託銀行株式会社、
農林中央金庫、
シンガポール共和国法人Oversea-Chinese 
Banking Corporation Limited

16億7,800
万米ドル

33億5,500
万米ドル

パイトン２（5,6号機)、東ジャワ
Paiton 2  (units 5-6)

稼動中（2000年より） 2011年8月17日37 亜臨界（SUB）
1,220

丸紅株式会社、
YTLパワー・インターナショナル 、 
PT. Bumipertiwi Tatapradipta 、
シーメンス株式会社

パイトン３、東ジャワ
Paiton 3
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株式会社JERA、
ネブラスパワー、
バツ・ヒタム・ペルカサ39
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株式会社三井住友銀行、
住友信託銀行株式会社、
ビー・エヌ・ピー・パリバ銀行東京支店、
クレディ・アグリコル銀行東京支店、 
アイエヌジーバンクエヌ・ヴイ東京支店、
香港上海銀行(HSBC)東京支店

12億1,500
万米ドル

パイトン（7,8号機)、東ジャワ
Paiton (units 7-8)

稼働中（1999年より)40 亜臨界（SUB）
1,230

三井物産株式会社、
株式会社JERA、
ネブラスパワー、
バツ・ヒタム・ペルカサ41

株式会社国際協力銀行 9億米ドル42

チレボン（1号機)、西ジャワ
Cirebon  (unit 1)

稼働中（2012年より） 2010年3月8日43 超臨界（SC）
660

丸紅株式会社、
韓国中部発電、
SAMTAN Co., Ltd. 、
インディカ・エナジー

株式会社国際協力銀行、
株式会社三菱東京UFJ銀行、
株式会社みずほ銀行、
株式会社三井住友銀行、
アイエヌジーバンクエヌ・ヴイ東京支店、
韓国輸出入銀行 (Export-
Import Bank of Korea）

5億9,500万米ドル

チレボン（2号機)、西ジャワ
Cirebon (unit 2)

建設中（2022年稼働予定） 2017年11月14日44 超々臨界（USC）
1,000

丸紅株式会社、
SAMTAN Co., Ltd. 、
PT Imeco Inter Sarana 、
韓国中部電力 、
株式会社JERA 、 
インディカ・エナジー45

株式会社国際協力銀行、 
株式会社三菱東京UFJ銀行、
株式会社みずほ銀行、 
株式会社三井住友銀行、 
アイエヌジーバンクエヌ・ヴイ、 
韓国輸出入銀行

7億3,100
万米ドル

17億4,000
万米ドル
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事業名、地域 現状 計画発表日 ボイラータイプ
と容量（MW)

所有者 出資者 JBIC融資額 共同融資額

チレボン（3号機)、西ジャワ
Cirebon (unit 3)

計画中（中断中） 2016年5月17日46 超々臨界（USC）
1 000

丸紅株式会社、
韓国中部電力
SAMTAN Co., Ltd. 、 
インディカ・エナジー

バンタンロンター（4号機)、西ジャワ
Banten Lontar (unit 4)

建設中 2016年3 月16 日47 超々臨界（USC）
315

インドネシア国有電力会社（PLN) 株式会社国際協力銀行、
株式会社三井住友銀行

98億円と
1億700万米ドル

164億円と
1億7,900万米ドル

バタン（1,2号機)、中部ジャワ
Batang (units 1-2)

建設中（2020年稼働予定） 2016年6 月3 日48 超々臨界（USC）
2,000

アダロ・パワー、
伊藤忠商事株式会社、 
電源開発株式会社（J-POWER)49

株式会社国際協力銀行、
株式会社三井住友銀行、
株式会社三菱東京UFJ銀行、
株式会社みずほ銀行、
三井住友信託銀行株式会社、
三菱UFJ信託銀行株式会社、
株式会社新生銀行、
農林中央金庫 、
シンガポール共和国法人DBS Bank Ltd、
シンガポール共和国法人Oversea-Chinese 
Banking Corporation Limited

20億5,200
万米ドル

34億2,100
万米ドル

インドラマユ(4号機)、西ジャワ
Indramayu (unit 4)

計画中 2013年3 月28 日50 超々臨界（USC）
1,000

インドネシア国有電力会社（PLN） 独立行政法人国際協力機構（JICA） 17億2,700万円

タバロン (1,2号機)、南カリマンタン
Tabalong (units 1-2)

建設中 2017年2 月1日51 亜臨界（SUB）
200

アダロ・パワー、
EWP インドネシア 

株式会社三菱東京UFJ銀行、
シンガポール共和国法人DBS Bank Ltd、
香港上海銀行(HSBC)、
韓国産業銀行、
韓国産業銀行シンガポール支店、
株式会社みずほ銀行、
株式会社三井住友銀行シンガポール支店

カルセルテン2 (5,6号機)、南カリマンタン
Kalselteng 2 (units 5-6)

計画中（遅延中） 2017年6月21日52 亜臨界（SUB）
200

インドネシア国有電力会社（PLN） 株式会社国際協力銀行、
株式会社三菱東京UFJ銀行

101億円と
5,300万米ドル

169億円と
8,900万米ドル
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事業名、地域 現状 計画発表日 ボイラータイプ
と容量（MW)

所有者 出資者 JBIC融資額 共同融資額

チレボン（3号機)、西ジャワ
Cirebon (unit 3)

計画中（中断中） 2016年5月17日46 超々臨界（USC）
1 000

丸紅株式会社、
韓国中部電力
SAMTAN Co., Ltd. 、 
インディカ・エナジー

バンタンロンター（4号機)、西ジャワ
Banten Lontar (unit 4)

建設中 2016年3 月16 日47 超々臨界（USC）
315

インドネシア国有電力会社（PLN) 株式会社国際協力銀行、
株式会社三井住友銀行

98億円と
1億700万米ドル

164億円と
1億7,900万米ドル

バタン（1,2号機)、中部ジャワ
Batang (units 1-2)

建設中（2020年稼働予定） 2016年6 月3 日48 超々臨界（USC）
2,000

アダロ・パワー、
伊藤忠商事株式会社、 
電源開発株式会社（J-POWER)49

株式会社国際協力銀行、
株式会社三井住友銀行、
株式会社三菱東京UFJ銀行、
株式会社みずほ銀行、
三井住友信託銀行株式会社、
三菱UFJ信託銀行株式会社、
株式会社新生銀行、
農林中央金庫 、
シンガポール共和国法人DBS Bank Ltd、
シンガポール共和国法人Oversea-Chinese 
Banking Corporation Limited

20億5,200
万米ドル

34億2,100
万米ドル

インドラマユ(4号機)、西ジャワ
Indramayu (unit 4)

計画中 2013年3 月28 日50 超々臨界（USC）
1,000

インドネシア国有電力会社（PLN） 独立行政法人国際協力機構（JICA） 17億2,700万円

タバロン (1,2号機)、南カリマンタン
Tabalong (units 1-2)

建設中 2017年2 月1日51 亜臨界（SUB）
200

アダロ・パワー、
EWP インドネシア 

株式会社三菱東京UFJ銀行、
シンガポール共和国法人DBS Bank Ltd、
香港上海銀行(HSBC)、
韓国産業銀行、
韓国産業銀行シンガポール支店、
株式会社みずほ銀行、
株式会社三井住友銀行シンガポール支店

カルセルテン2 (5,6号機)、南カリマンタン
Kalselteng 2 (units 5-6)

計画中（遅延中） 2017年6月21日52 亜臨界（SUB）
200

インドネシア国有電力会社（PLN） 株式会社国際協力銀行、
株式会社三菱東京UFJ銀行

101億円と
5,300万米ドル

169億円と
8,900万米ドル

* 2013年、みずほ銀行とみずほコーポレート銀行は合併し、みずほ銀行となった。 https://www.mizuhobank.com/link/0003.html
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日本が出資する石炭火力発電所の大半は、インド
ネシアですでに電化率が最も高いジャワ・バリ系
統に建設されている。 電化率データは、PLN出所
で2017年の状況を示す（注53参照）。

日本が出資するインドネシアでの石炭
火力発電事業
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過剰設備への投資
石炭火力発電所事業に対する日本の資金提供者は、
インドネシア人が電気を利用できるようになるべく支
援しているのだという議論を用いる。しかし、インドネシ
ア人の圧倒的多数がすでに電気を利用できる環境に
ある。2017年に同国の電化率は95.35%に達した53。

日本の石炭火力発電事業計画の立地は、実際に新た
なエネルギーが必要とされている地域とは異なる。そ
れどころか、日本の資金による石炭火力発電所の大
部分が、すでにインドネシア国内でも最も電気が利
用できる地域であるジャワ・バリ系統で建設されつつ
ある。2017年にジャワ島の総電化率は、同国の主要
な島の中で最大となっていた。バンテン州、ジャカルタ
首都特別州、西ジャワ州、ジョグジャカルタ特別州が
99.99%に達していたほか、バリ州が97.12%、中部ジ
ャワ州が96.30%、東ジャワ州が92.03%であった54。

インドネシアの電力需要の80%がジャワ・バリ系統に
位置している55。しかし、この電力系統に設備容量の整
備が殺到したことで、すでに過剰設備の状態になって
いる56。2017年11月、インドネシア国有電力会社PLN
のCEOは、その時点で同社の発電量の40%が使用さ
れていないとメディアに明らかにした57。エネルギー・
鉱物資源省（MEMR）のデータによると、PLNの2018
～2027年の事業計画に、現在のジャワ・バリ系統の
供給予備率（既存設備容量とピーク需要との差分）が
28.2～30.7%であることが示されているという58。過剰
設備の状態にあるため、石炭火力発電所を新設する必
要があるのかという重大な疑問が提起されている59。

現在の過剰設備は、電力売上が急増するとPLNが非
現実的な仮定を立てた結果である。同社の2017年
の事業計画では、年率8.3%増と仮定されていた。しか
し、2017年の実際の需要の伸びは、これよりはるかに
低い3.1%だった60。2018年の予測は年率6.86%へと
引き下げられたが、依然として近年見られた実際の成
長率よりかなり高い数値である61。

過剰設備の問題はインドネシアですでに政治スキャ
ンダルになっており、PLNは政治面・財務面で大きな
圧力にさらされている。インドネシア政府は、全国の

主要地域における使用可能な容量およびピーク需要
に関し、PLNが出した「不適切で不合理な」予測を批
判してきた。MEMRのアルチャンドラ副大臣によると、
過剰設備の問題は、PLNがさまざまな独立系発電事
業者（IPP、日本の開発事業者を含む）と締結したテイ
ク・オア・ペイ条項を有する電力購入契約（PPA）のため
に、PLNが不要な電力の支払いを行うことになることを
意味するという62。2017年にスリ・ムルヤニ・インドラワ
ティ財務大臣の書いた書簡がリークされた際、そこには
PLNが電力売上目標の達成と債務支払いに失敗してい
ることが記され、同社の状況がインドネシア国家予算の
負担になっていると述べられていた63。また、大臣は「投
資完了目標を調整する必要性」にも言及していた64。米国
の研究機関、エネルギー経済・財務分析研究所（IEEFA）
も、PLNのずさんな計画、政府補助金への依存、世界の
動向（投資家にとっての環境パフォーマンスの重要度の
高まりなど）の近視眼的な読みを批判している65。

インドネシアの電力事業が抱えるもう一つの課題は、こ
の国の通貨の弱さである。このせいで、2018年9月に
同国政府は、計画中の電力事業の半分を保留にすると
突然発表するに至った66。インドネシア・ルピアの価値
は、2018年に米ドルに対して大幅に下落した67。

過剰設備、潜在的な座礁資産、
大気汚染への投資

3

6カ月の子供を抱える40歳の母親。ジャワ島中央部・チラチャップにある
自宅は近くにある石炭火力発電所から飛んでくる煤塵を避けるめ、厚い

布で覆われている。
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PLNの問題は、日本の投資家にとって重要であるはず
だ。なぜなら、日本が資金提供する石炭火力発電所事
業のすべてが、この国有企業との契約と協力に左右され
るからだ。インドネシアの電力開発計画の突然かつ大
幅な変更も、投資家に著しい不安を与える。

規制の変更、経済情勢の悪化
インドネシアにおける石炭火力発電所の日本の開発事
業者は、現在書類上は強固に見える事業であっても、
経済情勢の悪化とさらには潜在的な座礁資産につなが
りうるさまざまな不確実性に直面する。マクロ経済リス
ク（とりわけ通貨、成長率、政治リスクなど）と過剰設備
の問題以外にも、インドネシアの石炭火力発電所に対
する日本の投資家と貸し手が、多額の資金を約束する
前に考慮すべき問いがいくつかある。

PLNのPPAは本当に「間違いない」のか？　現行の規
制と電力容量計画はどのくらい安定しているのか？ 

インドネシアでPLNとIPP（独立系発電事業者）間の
PPA（電力購入契約）に関する規制は、近年数回変更さ
れてきた。このことは規制リスク環境に関する不確実性
を生むが、PLNが抱えている財務問題からIPPオーナ
ーと貸し手に好ましくない法改正が起きない保証もな
い。PLNの近年の多大な損失と、同社に対する国庫補
助金を抑えようという政府の決意を踏まえると、このリ
スクは無視できない。

例えば、2017年にPPAに関する規則が見直される中
で、主要な条項が変更された。IPPにとって有利に働く
変更もあったが、不利な点も特定された。法改正の分析
で、ある大手法律事務所は、「第6条3項の条文は、PLN
のテイク・オア・ペイの約束が、PPAの期間ではなく、融
資の返済期限の間に制限されるかもしれないことを示
唆する」と述べている68。このような約束の期間について
の不確実性は、ほかにも事業を延期させうる圧力（例え
ば過剰設備）や、時期尚早に中止させうる圧力（他のエ
ネルギー源との競争や気候変動規制など）とも相まっ
て、大きな懸念事項である。

規制に急速かつ数多くの変化が生じる状況は、市場か
ら批判的に見られている。 PwCがインドネシア国内外
の市場参入事業者に実施したインドネシアの電力に関
する調査では、94%の回答者が、規制の不確実性がイ
ンドネシアにおける新たな大規模発電所新設への投
資にとって大きな障壁であると考えている。2017年の
PPA規制の不利な変更の一部が後に修正されたが、そ
れでも投資環境の安定性に関する不確実性が依然とし
て問題である69。

もう一つの大きな不確実性は、PLNの電力供給事業
計画（RUPTL）の年に一度の見直しからも生じてい
る。2018年春の直近の見直しの結果、目標発電容
量の大幅な削減が行われ、今後10年間の目標値が
78GWから56GWへと引き下げられた70。この規模の
変化は、計画の信頼性について深刻な疑問を生む。

目標発電容量の削減に続いて、次のようなPPA規制
の変更も行われた71。「今年初めに公表された2018
年の電力供給事業計画（RUPTL）は、電力需要で予測
される伸びの鈍化もあり、PLNの新規電力事業に向け
た意欲の低下をはっきりと認めた。MEMR（エネルギ
ー・鉱物資源省）は今や、PLNがすでに署名している
がまだ財務面のクローズに至っていないPPAの営業
運転開始日を遅らせるという政策計画を発表してい
る。MEMRは、2018～2019年に営業運転開始日に至
る予定のPPAを2020～2021年まで先延ばしすると
ともに、2020年以降に営業運転開始日に至る予定の
PPAは、PLNのニーズに基づき先延ばしすると述べて
いる」

海外の投資家にとってさらなる悪い知らせは、現地調
達への配慮であり、これは輸入を制限することになる。

「MEMRは、インドネシアの電力事業で現地調達を増
やすという政策計画の更新も発表している。MEMRが
電力事業において、国産品の使用を最大化し、インドネ
シアの経常収支の赤字を削減するために、物資輸入計
画の締め付けを実施するだろうと考えられている」

インドネシアがパリ協定を履行すれば、いつまで石炭火
力発電所から利益を得られるのか？ 

カーボン・トラッカー・イニシアチブの最近の分析で、パ
リ協定の目標を達成するための要件により、インドネシ
アの石炭火力発電部門に多大な座礁資産リスクが生じ
ていることが示されている。この分析では、日本の住友
商事グループが、PLNに次いで2番目に大きなエクスポ
ージャーを有する企業となることが予測されている。「
インドネシアがパリ協定に沿って石炭火力発電を段階
的に廃止するシナリオでは、石炭火力発電所の所有者
が347億ドルを失うリスクがある。この座礁資産は、石
炭火力発電所の早すぎる廃炉により生じるものだ。我々
のコスト最適化を行った廃炉スケジュールは、発電所の
平均寿命が16年であることを示しており、これは石炭
火力発電所の典型的な寿命より24年短い。国有会社
PLN、住友商事、シナール・マス・グループは、石炭火力
発電の成長がどんどん難しくなるために、最もリスクに
さらされている」72
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他の投資家が去ったらどうなるのか？ 最後に残った投
資家がすべての損害を被るのか？

2018年に日本のメガバンク、日本の最大手保険会社
3社、そして大手総合商社の丸紅は、石炭へのエクスポ
ージャーと石炭火力発電所事業への関与を減らす計
画を発表した73。しかし、その間に韓国の企業は、イン
ドネシアでの具体的な石炭投資からの撤退を発表し
た。2018年9月に韓国電力公社（KEPCO）の子会社
である韓国中部発電は、インドネシアで提案されてい
た1,000MWの石炭火力発電所「チレボン3」から手を
引き、これを自然エネルギー事業に転換すると発表し
た。KEPCOの別の子会社である韓国西部発電も、ベト
ナムで1,200MWの石炭火力発電所の自然エネルギ
ー事業への転換を検討している74。この動向は、インド
ネシアで進行中の日本の事業に直接影響を与え、残っ
た投資家と貸し手のリスクを高める可能性がある。

排出量削減の神話
インドネシアのような国々に対する日本の石炭技術輸
出の支持者に多い主張は、いわゆる「クリーンコール」と
称する技術はCO2排出量を削減し、それによって気候
変動緩和の取り組みに貢献する、というものだ。 

だが実際には、亜臨界（SUB）設備を超々臨界（USC）
設備にすることで削減される排出量はほんのわずかで
ある。一般に熱効率の高い石炭火力発電所は、CO2排
出量を新設の亜臨界発電所の約880g/kWhから超々
臨界設備の約740～800g/kWhまで削減するが75、削
減幅はわずか15%である。つまり、少しだけ高度な技
術を用いる石炭火力発電所を新設しても、CO2排出量
の問題を十分に解決することはできない。

技術 CO2排出量原単位
(gCO2/kWh）

亜臨界（SUB） ≥ 880
超臨界（SC） 800 - 880
超々臨界（USC） 740 - 800
先進超々臨界圧火力発電 (A-
USC／石炭ガス化複合発電
IGCC）

670-740

各種石炭技術のCO2排出量原単位の数値
（出典：Ecofys、2016）

2014年のインドネシア電力部門の排出量原単位は、
およそ736gCO2/kWhだった76。現在入手可能な情報
によれば、インドネシアで日本が関与する石炭火力発
電所事業は亜臨界（SUB）12基、超臨界（SC）2基、超

々臨界（USC）8基である。これらの設備のCO2排出量
が、それぞれの種類に典型的な排出量の範囲内だと仮
定すると、日本の石炭火力発電所事業はインドネシア
の電力部門の排出量原単位にまったく影響を与えない
と思われる。しかし実際には、インドネシアで用いられ
る石炭は概して質が劣るため、実際の排出量はもっと
多くなる可能性もある77。

インドネシアにおける日本の石炭火力発電所事業は、
老朽化した効率の低い発電所を更新するものではな
く、新たな容量を装備するものだという点に留意する
ことも重要である。成熟度の低い石炭火力発電技術
に比べて排出量が少ないとしても、新設の石炭火力発
電所はどれも（日本がインドネシアに建設するものを含
め）、大気中のCO2量を増やし気候変動の原因となる。

同時に、IPCC特別報告書『1.5℃の地球温暖化』は、世
界のCO2排出量を2030年までに半減させ、その後に
遅くとも2050年までには正味ゼロにまで下げる必要
があることを示している。石炭部門については、これは
現実的には、2030年までに発電目的の石炭利用を3
分の2削減し、2050年までには段階的にほぼ完全に
撤退することを意味する78。IPCC報告書に詳述されて
いる気候科学者の警告により、新たな石炭火力発電容
量を受け入れることは非常に困難となっている。 

大気汚染の輸出
石炭火力発電所は人々の健康に危険をもたらす。石炭
火力発電所は大気汚染を引き起こす。そして大気汚染
は、世界保健機関（WHO）が人々の健康に対する最大
の環境リスクだと断定するものだ。大気環境汚染によ
る早期死亡者数は年間400万人を超える。石炭の燃焼
により生じる全汚染物質のうちで最も影響が深刻なの
は微粒子状物質である79。 

たとえ最良の技術を備えた発電所であっても、石炭火
力発電所からの環境汚染を完全になくすことはできな
い80。また現在、インドネシアの法律では、最良の技術
は義務付けられてさえいない。そのため、日本の企業が
インドネシアで建設する石炭火力発電所には、現代の
基準や日本の国内標準の排出制御装置を導入してい
ない。日本で環境影響評価が求められる規模の新規
石炭火力発電所は、一般に、SO2とNOxについては15
〜25ppm、粉塵については5〜10mg/Nm3が排出濃
度として示されている81。これに対して、例えば、バタン
石炭火力発電所事業は、同事業の環境影響評価による
とSO2は105ppm、NOxは127ppm、粉塵について
は50mg/Nm3程度の排出が見込まれており、日本の
発電所の約5倍の汚染物質を排出することになる82。
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インドネシア環境林業省は現在、石炭火力発電所の排
出基準について、現行規制の見直しを行っており83、そ
の改正が近く公布される予定である。これは既存の石
炭火力発電所だけでなく、計画段階の発電所にも影響
を及ぼすと思われる。大気汚染物質の排出規制が厳し
くなれば、石炭火力発電所の所有者は、発電所の当初
設計にはなかった新しい洗浄式集じん装置（スクラバ
ー）や費用のかかるその他の燃焼後の制御技術を導入
せざるをえなくなる可能性がある。この類いの追加的コ
ストのために、すでに世界の他の地域では、石炭火力発
電所はますます採算がとれなくなっている84。

大気汚染の健康影響

WHOが2018年に発表した報告書によれば、ジャワ島
はすでにWHOの基準を超えるレベルの大気汚染に悩
まされている。PM2.5に関する年間平均濃度のWHO
基準は10μg/m3未満だが、ジャワ島のほとんどの地域
は15～35μg/m3の範囲であり、ジャカルタ周辺では
およそ65μg/m3に増加する85。比較のために言えば、イ
ンドネシアの規制（1999年の政府規則第41号）86は
PM2.5について、年間平均濃度15μg/m3、24時間平
均濃度65μg/m3という水準を定めている。

ハーバード大学大気化学モデリンググループの研究チ
ームが行った大気モデリングから、インドネシアでは
2011年に、石炭火力発電所の大気汚染物質により年
間推定7,480人が早期死亡していることが分かった。 
現在の石炭火力拡大計画により、この数字が2030年
には年間2万4,400人に増加するだろうと推定されて
いる。こうした早期死亡の主な原因は脳卒中、虚血性心
疾患、慢性閉塞性肺疾患、肺がん、ならびにその他の循
環器系および呼吸器系の疾患である。死亡の多くは、発
電所からの排出に由来する有害な粒子状物質（PM2.5）
への曝露の増加に起因するものであり、その他にはオゾ
ンに対する曝露が挙げられる87。幼い子どもや高齢者、
何らかの疾患のある人、ならびに妊娠中の女性は、特に
影響を受けやすい88。

石炭火力発電事業に対する日本の投資は、これらの事
業のほとんどが集中するジャワ島の大気汚染問題を悪
化させている。

現行の事例の一つにタンジュンジャティB発電所があ
る。これは住友商事が開発し、国際協力銀行（JBIC）と
三菱UFJ銀行、三井住友銀行、BNPパリバが出資する
事業である。中部ジャワ州ジェパラ（Jepara）県にある4
基からなる合計2,640MWの発電所で、2006～2012
年に操業を開始した。インドネシアで操業する大部分の
石炭火力発電所と違い、3号機と4号機には脱硫装置
が装備されている。グリーンピース・インドネシアによる

分析は、発電所からの大気汚染物質がジャワ島に拡散
する様子を示している。大気の質への影響が最も深刻
なのは、ジェパラ、ペチャンガアン（Pecangaan）、クン
バン（Kembang）、カランサリ（Karangsari）の地域で
ある。南のスマラン（Semarang）、東のルンバン（Rem-
bang）およびラセム（Lasem）の地域も影響を受けてい
る。早期死亡のほとんどが、人口密度の最も高いスマラ
ンで発生している。タンジュンジャティB発電所（1～4
号機）からの排出による早期死亡者数は、全体で年間
1,020人と推定される89。現在同発電所では、またもや
日本の投資家の出資により、2,000MWの容量増となる
5号機および6号機を加える拡張が進んでいる。

日本の発電所が地域にもたらす影響に対する抗議デモ

ジェパラの住民によれば、タンジュンジャティB発電所は
地域住民の健康と生活の両面に影響を与えてきた。住
民は、漁獲量の減少などの問題に加えて、発電所の大気
汚染に起因する呼吸困難や肺炎、皮膚病などの深刻な
健康問題も報告している。住民は状況をモニタリングす
るための定期的な健康診断が実施されることを望んで
いたが、電力会社は、これまでのところそのような機会を
提供していない。

地域住民はこれまで発電所の拡張に反対する抗議デモ
を行ってきた。多くの住民が、健康上の問題について治
療を受けることを希望している。彼らは、現存の発電設
備からの排出量の減少、ならびに新たな設備が状況をさ
らに悪化させないという確約も望んでいる。日本の開発
事業者にどのようなエネルギーに投資してほしいかとい
うグリーンピース・ジャパンの質問に対して、複数の住民
は自然エネルギー事業を希望すると答えた。

ジェパラにある石炭火力発電所から周囲に排出される煙や煙霧
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インドネシアの中心的な島であるジャワ島は現在、供給
過剰に直面しているが、大気汚染の悪化やCO2排出量
を速やかに削減する必要性を考えれば、インドネシア
は今後も引き続きエネルギー部門を近代化するための
投資を必要とするだろう。特に必要とされるのは、石炭
火力発電所の段階的な廃止を推進するための、需要管
理、省エネおよび自然エネルギーに関する投資である。

インドネシア政府は、2025年までにエネルギー利用
の23%を自然エネルギーからの発電にするという目
標を設定した90。これは、現在12%を占める自然エネ
ルギーによる発電の大幅な増加を意味する。この目標
を考えれば、インドネシアには持続可能な投資の機会
がたくさんある。

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）によれば、イン
ドネシアには太陽光、風力、海洋、およびバイオエネル
ギーの開発について豊富な資源があり、さらに地熱発
電と水力発電ついては世界有数の資源が眠っている。
これらの資源は発電だけでなく、暖房、冷房および交通
にもエネルギーを供給できる91。ただし、地熱発電、水
力発電およびバイオ燃料の事業に関しては、地域社会
と地域環境に対する負の影響を避けるために注意を要
する。また投資家は確固としたサステナビリティ基準を
順守すべきである。

辺境にある村落での取り組みに重点を置くことも必要
である。アジア開発銀行（ADB）は、送電網の拡張に法
外な費用がかかる地域では、自然エネルギーのミニグ
リッドや世帯ごとのシステムの利用を増やすよう呼びか
けている。一例として、東ヌサトゥンガラ州のスンバ島で
は、送電網を拡張するよりも、自然エネルギーのオフグ
リッド技術を用いる方が、コストがかからないだろう92。

太陽光との競争
自然エネルギーのコストは急速に下がり続けている。ま
た、カーボン・トラッカー・イニシアチブの最新の分析に
よれば、2028年には、インドネシアでは太陽光発電
容量を新設する方が既存の石炭火力発電所を操業す
るよりも費用がかからなくなると予想される。それどこ
ろか、大気汚染を抑える規制により、既存の石炭火力
発電所に汚染制御装置を追設することが義務付けら
れた場合には、その時期はもっと早まるだろう93。

現行の政府計画では、2030年の太陽光設備容量を
9GWと予想しているが、IRENAは47GWもの潜在力
を特定している。この潜在力を現実のものにするために
は、屋上設置型および電力事業規模の両方について、
太陽光発電設備への投資が必要とされる。最も潜在力
が高いのは、インフラが良好なジャワ・バリである。しか
し太陽光は、送電網とつながっていないへき地の世帯
に電力を届けるのにも理想的である94。PLNではすで
に、2017～2026年の農村部太陽光拡大計画を策定
している。この計画の目標には、インドネシアにおける
太陽光への民間投資の促進も含まれている95。

自然エネルギーの割合を高めるために
インドネシアの自然エネルギー発電100%に向けたシ
ナリオは、IPCC特別報告書『1.5℃の地球温暖化』が示
す必要な排出量削減を達成する上で、より重要になっ
てきている。2017年のある研究は、地熱発電、廃棄物
系バイオマス（例えばヤシ油生産の残渣）、水力発電お
よび太陽光を利用すれば、ジャワ・バリ系統は2050年
には電力供給をすべて自然エネルギーで賄い得ること
を示している。この研究では、太陽光が主要な役割を果
たすことを明らかにし、また他の変動電源とのバランス
を保つために地熱発電を推進するよう提案している96。
インドネシアには、自然エネルギーシステムへと導く実
現可能な道筋を示す、より多くのシナリオが必要であ
る。開発事業者と投資家もまた、そうしたシナリオを知
り、エネルギー輸出戦略をしかるべく調整する必要が
ある。

投資の転換——インドネシアの
自然エネルギーの潜在力

4

スマトラ島・アチェ州沿岸にある村に、太陽光発電システムを寄付する 
グリーンピース
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ジャワ島中央部・ボロブドゥールにあるClimate Rescue Stationを訪れる学生
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日本は、インドネシアの発展に貢献し、環境影響を最
小限に抑えるために、高水準の石炭技術を輸出してい
るのだと主張している。しかし、石炭火力発電の拡大に
関しては数々の問題が見られる。

石炭火力発電所事業への投資によって、日本の銀行や
その他の融資機関は、世界的な気候変動を助長し、イ
ンドネシアの人々に石炭火力発電所のもたらす環境
汚染という害を与えているだけでなく、自らの投資も
危険にさらしている。

本報告書をはじめ多数の報告書が浮き彫りにする問
題は、日本が出資する石炭火力発電事業の経済性に
ついて深刻な疑問を提起する。提示されているリスク 
要因（マクロ経済リスク、設備過剰、PLNの財政難、遅
延につながる政治的圧力、PPAをめぐる規制の変更、
気候関連の規制、太陽光発電とのコスト競争、大気汚
染規制に伴う追加的なコスト、投資家の石炭に関す
る方針の変更と事業からの撤退）は、その一つ一つが
重大なものだ。こうしたリスクが組み合わされば、石炭
火力発電所事業の展望を激変させうる。新規容量の
目標値の引き下げと、すでに計画段階にある事業の遅
延、さらに自然エネルギーとのコスト競争が組み合わ
さることにより、投資家が投資収益の確保ならびに融
資返済に想定しうる期間に、負の影響を与えている。

同時に、自然エネルギーと省エネへの投資の利点と需
要は明らかだ。CO2を削減し、大気汚染の問題を緩和
し、現在は容量過剰な石炭火力発電所の段階的な廃
止が始まったときにエネルギーを供給するためには、
自然エネルギーの広範で段階的な導入が全国で必要
とされる。現在、インドネシアで電力へのアクセスが最
も低い地域では、自然エネルギーが最も実現性の高い
選択肢である。

もし日本とインドネシアが、世界のエネルギー市場と
の良好な関係を保ちたいならば、エネルギーに対する
取り組みを現代的なものにするとともに、自国のエネ
ルギー部門の方針をパリ協定およびIPCC特別報告書

『1.5℃の地球温暖化』に合わせる必要がある。石炭
火力発電の拡大をやめることが、その重要な第一歩と
なる。

日本の大手銀行およびその他の金融機関は、すでに石
炭への投資の見直しをはじめており、この問題につい
ての方針を発表している。今後は、海外の同業者の多
くがすでに行っているように、こうした方針を強化し広
げていくべきである97。最終的には、国内外の石炭投
資を終了させなければならない。

本報告書に記載している日本の数多くの公的金融機
関および民間金融機関を含め、インドネシアの石炭火
力発電所事業に投融資を行う者に対して、私たちは以
下の問いを検討するよう提案する。

•	 インドネシアの発電市場における過剰設備の問題
は適切に考慮されているか？

•	 PLNの電力需要予測と容量増強戦略には信頼性
があるか？

•	 PLNのPPAは本当に確実で安全なのか？ 関連する
規制は安定しているか？

•	 これらの石炭火力発電所事業への関与は、世界で
の企業ブランドの評判にどのように影響するか？

•	 インドネシア政府が発表したいくつかの電力事業
の遅れは、今後の事業見通しに影響を与えるだろう
か？

•	 パリ協定の要件や自然エネルギーの価格動向を見
据えた場合、長い投資回収期間を要する石炭火力
発電事業はどのくらい競争優位性があるか？

•	 近い将来、太陽光発電を新設する方が古い石炭火
力発電所の運転を継続するよりも費用がかからな
くなるとしたら、事業の経済性はどうなるのか？

•	 他の投資家が去ったら、あるいは、彼らが事業の再
考を求めたらどのような影響があるか？

•	 投資家は、新たな大気汚染規制の追加要求に直面
するだろうか？

結論および投資家への提案
5
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